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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属箔の少なくとも一方の面に剥離樹脂層を備えた剥離樹脂層付金属箔であって、
　前記剥離樹脂層が、
（Ａ）非極性樹脂５０～９５質量部と、
（Ｂ）熱硬化性樹脂４～４０質量部と、
（Ｃ）離型剤１～２５質量部と、
を合計１００質量部含んでなり、かつ、前記非極性樹脂（Ａ）と前記熱硬化性樹脂（Ｂ）
の含有量比率（Ａ／Ｂ）が、質量比で、５５／４５～９６／４である、剥離樹脂層付金属
箔。
【請求項２】
　ＪＩＳ　Ｃ　６４８１（１９９６）に準拠して測定される、前記剥離樹脂層からの前記
金属箔の剥離強度が１～１００ｇ／ｃｍである、請求項１に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項３】
　前記金属箔が、前記剥離樹脂層を破壊することなく機械的に剥離可能である、請求項１
又は２に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項４】
　前記剥離樹脂層が前記非極性樹脂を６０～８０質量部含む、請求項１～３のいずれか一
項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項５】
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　前記剥離樹脂層が前記熱硬化性樹脂を１５～３０質量部含む、請求項１～４のいずれか
一項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項６】
　前記非極性樹脂（Ａ）と前記熱硬化性樹脂（Ｂ）の含有量比率（Ａ／Ｂ）が、質量比で
、６０／４０～９０／１０である、請求項１～５のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金
属箔。
【請求項７】
　前記非極性樹脂が、ポリオレフィン系樹脂、ポリジエン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、
エチレン酢酸ビニル共重合体、スチレン系共重合体ゴム、スチレン系熱可塑性エラストマ
ー、天然ゴム、及びフッ素樹脂からなる群から選択される少なくとも１種である、請求項
１～６のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項８】
　前記熱硬化性樹脂が、フェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ジ
アリルフタレート樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリイミド樹脂、
及びビニル基を有する樹脂からなる群から選択される少なくとも１種である、請求項１～
７のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項９】
　前記離型剤が、フッ素系化合物及びシリコーン系化合物からなる群から選択される少な
くとも１種である、請求項１～８のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項１０】
　前記剥離樹脂層が無機フィラーをさらに含んでなる、請求項１～９のいずれか一項に記
載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項１１】
　前記剥離樹脂層がプリプレグを含まない、請求項１～１０のいずれか一項に記載の剥離
樹脂層付金属箔。
【請求項１２】
　前記金属箔を前記剥離樹脂層の両面に備えてなる、請求項１～１１のいずれか一項に記
載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項１３】
　前記金属箔の少なくとも１つが銅箔又は銅合金箔である、請求項１～１２のいずれか一
項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項１４】
　前記金属箔が７～２１０μｍの厚さを有し、かつ、前記剥離樹脂層が１～１００μｍの
厚さを有する、請求項１～１３のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金属箔。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の剥離樹脂層付金属箔を用いてプリント配線板を
作製することを特徴とする、プリント配線板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、剥離樹脂層付金属箔及びプリント配線板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、プリント配線板の実装密度を上げて小型化するために、プリント配線板の多層化
が広く行われるようになってきている。このような多層プリント配線板は、携帯用電子機
器の多くで、軽量化や小型化を目的として利用されている。そして、この多層プリント配
線板には、層間絶縁層の更なる厚みの低減、及び配線板としてのより一層の軽量化が要求
されている。
【０００３】
　そこで、近年の多層プリント配線板の製造方法には、所謂コア基板を用いることなく、
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絶縁樹脂層と導体層とが交互に積層するコアレスビルドアップ法を用いた製造方法が採用
されている。
【０００４】
　例えば、特許文献１（特開２０１０－９２９０７号公報）には、支持基材を使用してコ
アレスビルドアップ法で多層プリント配線板を製造する方法として、ベース銅箔と絶縁層
構成材とを有機防錆剤被膜を介して張り合わせてなる支持基板を作製し、この支持基板の
ベース銅箔の表面にビルドアップ配線層を形成してビルドアップ配線層付支持基板とし、
このビルドアップ配線層付支持基板をベース銅箔と絶縁層との界面で分離し、得られた多
層銅張積層板に必要な加工を施して多層プリント配線板を得る方法が開示されている。
【０００５】
　また、特許文献２（特開２００９－２７２５８９号公報）には、プリプレグでありうる
合成樹脂製の板状キャリアの片面又は両面に機械的に剥離可能に金属箔を密着させた、キ
ャリア付金属箔が開示されている。なお、プリプレグとは、合成樹脂板、ガラス板、ガラ
ス織布、ガラス不織布、紙等の補強基材に合成樹脂を含浸させた複合材料の総称である。
この特許文献２には、板状キャリアと金属箔の剥離強度が１ｇ／ｃｍ～１ｋｇ／ｃｍ以下
であるのが望ましいとの言及はあるものの、そのような剥離強度が測定されたとの実験例
は示されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－９２９０７号公報
【特許文献２】特開２００９－２７２５８９号公報
【発明の概要】
【０００７】
　ところで、上記のプリプレグは補強基材が高価な材料であること、補強基材によっては
繊維の折り目などによる表面のうねりが、ビルドアップ層を積層した際に伝搬し、ビルド
アップ配線層のうねりにも大きく影響することなどから、プリプレグを含まない樹脂層を
金属箔上に機械的に剥離可能に設けることができれば好都合である。また、金属箔自体の
自己支持性や他の積層部材により所望の支持性を確保することができれば、樹脂層にキャ
リアとしての支持機能をプリプレグ等で持たせる必要もない。そこで、金属箔の少なくと
も一方の面に、プリプレグを含まない樹脂層を形成することが本発明者らにより検討され
た。しかしながら、そのようなプリプレグを含まない樹脂層付金属箔の作製を実際に試み
ると、樹脂層から金属箔を剥離する際に、剥離強度が高すぎて剥がしにくかったり、ある
いは剥離樹脂層の破壊（破断、割れ等）が生じたりする等の問題が生じうることが判明し
た。特に、剥離樹脂層はプリント配線板の製造工程で行われる熱間プレスに耐えうる材料
であること（例えば熱間プレス時に流動して位置ずれを生じることがないこと）が望まれ
る。しかしながら、そのような要求を満たす樹脂材料はある程度の高い耐熱性を備えるも
のであり、通常の熱硬化性樹脂を使用した場合は一般的に脆くなりがちであり、それ故、
剥離の際に剥離樹脂層の破壊を生じやすい。したがって、熱間プレスに耐えうる材料であ
りながら望ましい剥離を実現可能な剥離樹脂層を備えた、剥離樹脂層付金属箔が望まれる
。
【０００８】
　本発明者らは、今般、金属箔の少なくとも一方の面に剥離樹脂層を備えた剥離樹脂層付
金属箔において、非極性樹脂、熱硬化性樹脂、及び離型剤を所定の配合割合で含む剥離樹
脂層を採用することで、熱間プレスに耐えうる材料でありながら、剥離樹脂層の破壊を生
じさせることなく有意に低い剥離強度で金属箔－樹脂層間の剥離を実現できるとの知見を
得た。
【０００９】
　したがって、本発明の目的は、剥離樹脂層の破壊を生じさせることなく有意に低い剥離
強度で金属箔－樹脂層間の剥離を実現可能な、熱間プレスにも耐えうる、剥離樹脂層付金
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属箔を提供することにある。
【００１０】
　本発明の一態様によれば、金属箔の少なくとも一方の面に剥離樹脂層を備えた剥離樹脂
層付金属箔であって、
　前記剥離樹脂層が、
（Ａ）非極性樹脂５０～９５質量部と、
（Ｂ）熱硬化性樹脂４～４０質量部と、
（Ｃ）離型剤１～２５質量部と、
を合計１００質量部含んでなり、かつ、前記非極性樹脂（Ａ）と前記熱硬化性樹脂（Ｂ）
の含有量比率（Ａ／Ｂ）が、質量比で、５５／４５～９６／４である、剥離樹脂層付金属
箔が提供される。
【００１１】
　本発明の他の一態様によれば、本発明の剥離樹脂層付金属箔を用いて作製された、プリ
ント配線板が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の剥離樹脂層付金属箔の一例を示す模式断面図である。
【図２】本発明の剥離樹脂層付金属箔の他の一例を示す模式断面図である。
【図３】本発明の剥離樹脂層付金属箔を用いたプリント配線板の製造工程における剥離直
前の状態を示す模式断面図である。
【図４】本発明の剥離樹脂層付金属箔を用いたプリント配線板の製造工程における剥離直
後の状態を示す模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　剥離樹脂層付金属箔
　本発明の剥離樹脂層付金属箔が図１に模式的に示される。図１に示されるように、本発
明の剥離樹脂層付金属箔１０は、金属箔１２の少なくとも一方の面に剥離樹脂層１４を備
えたものである。金属箔１２の両面に剥離樹脂層１４を備えていてもよいし、図２に示さ
れるように金属箔１２を剥離樹脂層１４の両面に備えていてもよい。そして、剥離樹脂層
１４は、（Ａ）非極性樹脂５０～９５質量部と、（Ｂ）熱硬化性樹脂４～４０質量部と、
（Ｃ）離型剤１～２５質量部とを合計１００質量部含んでなり、かつ、非極性樹脂（Ａ）
と熱硬化性樹脂（Ｂ）の含有量比率（Ａ／Ｂ）が、質量比で、５５／４５～９６／４であ
る。このような特定の組成を有する樹脂組成物で剥離樹脂層１４を構成することで、熱間
プレスに耐えうる材料でありながら望ましい剥離が実現可能となる。すなわち、剥離樹脂
層１４の破壊を生じさせることなく有意に低い剥離強度で金属箔１２－樹脂層１４間の剥
離を実現することが可能となる。
【００１４】
　上述したように、プリプレグでありうる合成樹脂製の板状キャリアの片面又は両面に機
械的に剥離可能に金属箔を密着させた、キャリア付金属箔は既に知られているが（例えば
特許文献２参照）、プリプレグは補強基材が高価な材料であること、補強基材によっては
繊維の折り目などによる表面のうねりが、ビルドアップ層を積層した際に伝搬し、ビルド
アップ配線層のうねりにも大きく影響することなどから、プリプレグを含まない樹脂層を
金属箔上に機械的に剥離可能に設けることができれば好都合である。また、金属箔自体の
自己支持性や他の積層部材により所望の支持性を確保することができれば、樹脂層にキャ
リアとしての支持機能をプリプレグ等で持たせる必要もない。しかしながら、そのような
プリプレグを含まない樹脂層付金属箔の作製を実際に試みると、樹脂層から金属箔を剥離
する際に、剥離強度が高すぎて剥がしにくかったり、あるいは剥離樹脂層の破壊（破断、
割れ等）が生じたりする等の問題が生じうることが判明した。特に、剥離樹脂層はプリン
ト配線板の製造工程で行われる熱間プレスに耐えうる材料であること（例えば熱間プレス
時に流動して位置ずれを生じることがないこと）が望まれる。しかしながら、そのような
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要求を満たす樹脂材料はある程度の高い耐熱性を備えるものであり、通常の熱硬化性樹脂
を使用した場合は一般的に脆くなりがちであり、それ故、剥離の際に剥離樹脂層の破壊を
生じやすい。一方、樹脂層が柔らかすぎると熱膨張が大きくなり積層時のプレスに耐えら
れず位置ずれを生じやすくなり、そもそもプリント配線板用途に適さなくなる。したがっ
て、熱間プレスに耐えうる材料でありながら望ましい剥離を実現可能な剥離樹脂層を備え
た、剥離樹脂層付金属箔が望まれる。この点、本発明の組成を有する樹脂組成物で剥離樹
脂層１４を構成することで、熱間プレスに耐えうる材料でありながら、剥離樹脂層１４の
破壊を生じさせることなく有意に低い剥離強度で、金属箔１２－剥離樹脂層１４間の剥離
を実現することができる。
【００１５】
　このように、金属箔１２は、剥離樹脂層１４を破壊することなく機械的に剥離可能であ
るのが好ましい。剥離樹脂層１４からの金属箔１２の剥離強度（引きはがし強さ）が、Ｊ
ＩＳ　Ｃ　６４８１（１９９６）に準拠して測定した場合に、１～１００ｇ／ｃｍである
のが好ましく、より好ましくは５～５０ｇ／ｃｍであり、さらに好ましくは７～４０ｇ／
ｃｍ、特に好ましくは１０～４０ｇ／ｃｍである。上記範囲内の剥離強度であると、金属
箔１２－剥離樹脂層１４間で必要な密着性を確保しながらも、剥離時には剥離樹脂層１４
の破断による樹脂残渣等の無い優れた剥離特性を有することができる。
【００１６】
　図２に示されるように、合計２枚の金属箔１２が剥離樹脂層１４の両面に設けられるの
が特に好ましい。これにより、剥離樹脂層付金属箔１０’の両側の金属箔１２にビルドア
ップ配線層をそれぞれ形成して積層体（例えば銅張積層板）とした後、剥離樹脂層１４と
金属箔１２の界面で、両側のビルドアップ配線層付積層体を剥離により互いに分離して後
続のプリント配線板への加工に付することができる。その結果、プリント配線板の製造効
率を大幅に向上することができる。また、剥離樹脂層付金属箔１０’の両側の合計２枚の
金属箔１２の自己支持性によって剥離樹脂層付金属箔１０’が全体として所望の自己支持
性を備えることもできる。
【００１７】
　金属箔１２の材質は特に限定されず、公知の種々の材質の箔であることができ、圧延箔
及び電解箔のいずれであってもよい。金属箔１２の例としては、銅箔、銅合金箔、アルミ
ニウム箔、アルミニウム合金箔、ニッケル箔、ニッケル合金箔、亜鉛箔、亜鉛合金箔、ス
テンレス鋼箔、チタン箔、及びそれらの任意の組合せ等が挙げられる。好ましい金属箔１
２は銅箔又は銅合金箔である。なお、上述したように、合計２枚の金属箔１２が剥離樹脂
層１４の両面に設けられてもよい。この場合、１枚の金属箔１２を銅箔又は銅合金箔で構
成して、もう１枚の金属箔１２を他の材質の金属箔（例えばステンレス鋼箔）で構成して
もよいし、２枚の金属箔１２の両方を銅箔又は銅合金箔で構成してもよい。いずれにして
も、金属箔が２枚である場合をも包含する表現として、金属箔の少なくとも１つが銅箔又
は銅合金箔であるのが好ましいということができる。
【００１８】
　金属箔１２の厚さは特に限定されないが、７～２１０μｍであるのが好ましく、より好
ましくは９～１０５μｍであり、さらに好ましくは１２～７０μｍである。これらの範囲
内の厚さであるとハンドリングがしやすく、キャリア箔やキャリア樹脂層等のキャリアも
不要となる。
【００１９】
　金属箔１２は、電解製箔又は圧延製箔されたままの金属箔（いわゆる生箔）であっても
よいし、少なくともいずれか一方の面に表面処理が施された表面処理箔の形態であっても
よい。表面処理は、金属箔の表面において何らかの性質（例えば防錆性、耐湿性、耐薬品
性、耐酸性、耐熱性、及び基板との密着性）を向上ないし付与するために行われる各種の
表面処理でありうる。表面処理は金属箔の少なくとも片面に行われてもよいし、金属箔の
両面に行われてもよい。銅箔に対して行われる表面処理の例としては、防錆処理、シラン
処理、粗化処理、バリア形成処理等が挙げられる。
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【００２０】
　金属箔１２の剥離樹脂層１４と接合される側は粗化処理が施されていない平滑な表面で
あるのが剥離容易性の観点から好ましい。例えば、金属箔１２の剥離樹脂層１４と接合さ
れる側は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１（２００１）に準拠して測定される算術平均粗さＲａが
０．０５～１．０μｍであるのが好ましく、より好ましくは０．１～０．５μｍである。
一方、金属箔１２の剥離樹脂層１４と接合されない側にはビルドアップ層との密着性を向
上させるため粗化された表面であるのが好ましい。例えば、金属箔１２の剥離樹脂層１４
と接合される側は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１（２００１）に準拠して測定される算術平均粗
さＲａが０．０５～２．０μｍであるのが好ましく、より好ましくは０．２～１．０μｍ
である。
【００２１】
　剥離樹脂層１４は、（Ａ）非極性樹脂５０～９５質量部と、（Ｂ）熱硬化性樹脂４～４
０質量部と、（Ｃ）離型剤１～２５質量部とを合計１００質量部含んでなり、かつ、非極
性樹脂（Ａ）と前記熱硬化性樹脂（Ｂ）の含有量比率（Ａ／Ｂ）が、質量比で、５５／４
５～９６／４である。このような組成を有する樹脂組成物で剥離樹脂層１４を構成するこ
とで、熱間プレスに耐えうる材料でありながら、剥離樹脂層１４の破壊を生じさせること
なく有意に低い剥離強度で、金属箔１２－剥離樹脂層１４間の剥離を実現することができ
る。また、前述したとおり、剥離樹脂層１４は材料コストを安価とする点、また、ビルド
アップ層のうねりを低減する点等からプリプレグを含まないのが好ましい。
【００２２】
　非極性樹脂は、極性を有しない樹脂であれば特に限定されない。樹脂が極性を有すると
金属箔への密着性が過度に高くなる傾向があるが、非極性樹脂を用いることで密着性を適
度に低下させて剥離容易性を剥離樹脂層１４に付与することができる。もっとも、非極性
樹脂は溶剤に可溶なものであるのが樹脂剥離層１４を塗布により形成しやすいことから好
ましい。溶剤に可溶な非極性樹脂の好ましい例としては、ポリオレフィン系樹脂、ポリジ
エン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、エチレン酢酸ビニル共重合体、スチレン系共重合体ゴ
ム、スチレン系熱可塑性エラストマー、天然ゴム、フッ素樹脂、及びそれらの任意の組合
せが挙げられ、中でも溶剤への溶解性及び塗布成形性の点からスチレン系熱可塑性エラス
トマーが特に好ましい。非極性樹脂は一種単独で用いられてもよいし、二種以上が併用さ
れてもよい。剥離樹脂層１４における非極性樹脂の含有量は、非極性樹脂、熱硬化性樹脂
及び離型剤の合計量１００質量部に対して、５０～９５質量部であり、好ましくは５５～
９０質量部、より好ましくは６０～８０質量部である。
【００２３】
　熱硬化性樹脂は、熱硬化性官能基を有する樹脂であれば特に限定されず、公知の様々な
熱硬化性樹脂が使用可能である。熱硬化性樹脂を含むことで剥離樹脂層１４に熱間プレス
に耐えうる特性を付与することができる。熱硬化性樹脂の好ましい例としては、フェノー
ル樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ジアリルフタレート樹脂、不飽和ポ
リエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリイミド樹脂、ビニル基を有する樹脂（例えばス
チレンで変性された樹脂）、及びそれらの任意の組合せが挙げられるが、中でもビニル基
を有する樹脂が特に非極性樹脂との相溶性を保持する点で好ましい。その中でも、芳香族
炭化水素系骨格のビニル基含有樹脂、特にスチレン誘導体型樹脂が剥離性樹脂層に耐熱性
を付与できる点で好ましい。更にこの中でも、ポリフェニレンエーテル樹脂のスチレン誘
導体（以下、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂）が剥離性樹脂の耐熱性及び剥離
性、強靭性を保持させる観点で特に好ましい。熱硬化性樹脂は一種単独で用いられてもよ
いし、二種以上が併用されてもよい。剥離樹脂層１４における熱硬化性樹脂の含有量は、
非極性樹脂、熱硬化性樹脂及び離型剤の合計量１００質量部に対して、４～４０質量部で
あり、好ましくは８～３５質量部、より好ましくは１５～３０質量部である。
【００２４】
　非極性樹脂（Ａ）と熱硬化性樹脂（Ｂ）の含有量比率（Ａ／Ｂ）は、質量比で、５５／
４５～９６／４、好ましくは５８／４２～９２／８、より好ましくは６０／４０～９０／
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１０である。このＡ／Ｂ比が小さすぎると、熱硬化性樹脂の割合が高くなる結果、剥離樹
脂層１４が硬いが故に脆くなり、剥離できないか、あるいは剥離を試みたとしても、剥離
樹脂層１４が破断、割れ等により破壊されやすくなる。一方、このＡ／Ｂ比が大きすぎる
と、熱硬化性樹脂の割合が低くなる結果、プリント配線板の製造工程で行われる熱間プレ
スへの耐久性が低下する（その結果、熱間プレス時に流動して位置ずれを生じうる）。
【００２５】
　離型剤は、公知の種々の離型剤が適宜使用であり特に限定されない。離型剤の含有によ
り、剥離樹脂層１４の剥離容易性をより一層向上させることができる。離型剤の好ましい
例としては、フッ素系化合物、シリコーン系化合物、及びそれらの任意の組合せが挙げら
れ、中でもフッ素系化合物が離型性が付与される点で特に好ましい。フッ素系化合物の例
としては、フッ素系界面活性剤、フッ素オイル等が挙げられる。シリコーン系化合物の例
としては、シリコーンオイル、シリコーンエマルジョン等が挙げられる。剥離樹脂層１４
における離型剤の含有量は、非極性樹脂、熱硬化性樹脂及び離型剤の合計量１００質量部
に対して、１～２５質量部、好ましくは１～１０質量部である。このような範囲内の含有
量であると、剥離が容易になるとともに、離型樹脂層１４を成形した後の離型剤の表面濃
縮を防止できる等の利点がある。
【００２６】
　なお、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において、必要に応じて、剥離樹脂層１４を構成
する樹脂組成物に、熱可塑性樹脂、硬化剤、硬化促進剤、熱可塑性粒子、着色剤、酸化防
止剤、難燃剤、界面活性剤、蛍光剤、粘度調整剤、カップリング剤等の添加剤を所望量含
有させる構成としてもよい。すなわち、剥離樹脂層１４を構成する樹脂組成物は、非極性
樹脂、熱硬化性樹脂、離型剤、及び必要に応じて添加剤（任意成分）を含んでなるもので
ありうる。そのような添加剤の量は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲であればよく、例え
ば、非極性樹脂、熱硬化性樹脂及び離型剤の合計量１００質量部に対して１０質量部以下
、５質量部以下、又は３質量部以下でありうる。
【００２７】
　必要に応じて、剥離樹脂層１４は無機フィラーを任意成分としてさらに含んでいてもよ
い。すなわち、剥離樹脂層１４は上記樹脂組成物から実質的になる（又はからなる）もの
であってもよいし、上記樹脂組成物及び無機フィラーから実質的になる（又はからなる）
ものであってもよい。無機フィラーは、樹脂組成物に使用可能な公知のものが適宜使用可
能である。無機フィラーの好ましい例としては、シリカ、硫酸バリウム、チタン酸バリウ
ム、タルク、カオリン、クレー、アルミナ等が挙げられる。剥離樹脂層１４における無機
フィラーの含有量は、剥離樹脂層１４の全体量に対して、７０質量％以下（すなわち０～
７０質量％）であり、より好ましくは５０質量％以下であり、例えば４０質量％以下、３
０質量％以下、２０質量％以下、１０質量％以下、又は５質量％以下であってもよい（こ
の場合、剥離樹脂層１４における樹脂組成物の含有量は剥離樹脂層１４の全体量に対して
、３０質量％以上（すなわち３０～１００質量％）であり、より好ましくは５０質量％以
上であり、例えば６０質量％以上、７０質量％以上、８０質量％以上、９０質量％以上、
又は９５質量％以上でありうる）。なお、剥離樹脂層１４が無機フィラーを含有しない場
合（すなわち無機フィラー含有量が０質量％の場合）には、剥離樹脂層１４における非極
性樹脂、熱硬化性樹脂及び離型剤の各含有量について言及される「質量部」なる単位は「
質量％」と実質的に読み換えることが可能である。
【００２８】
　剥離樹脂層１４の厚さは特に限定されないが、１～１００μｍが好ましく、より好まし
くは５～１００μｍであり、さらに好ましくは１０～７０μｍであり、特に好ましくは１
５～５０μｍである。これらの範囲内の厚さであると樹脂組成物の塗布により剥離樹脂層
１４の形成がしやすいとともに、望ましく高いせん断強度を確保することができ、それに
より破断、割れ等の破壊が生じにくくなる。
【００２９】
　樹脂剥離層１４の形成は、非極性樹脂、熱硬化性樹脂、離型剤、及び必要に応じて無機
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フィラーを上記所定の組成となるように溶剤（好ましくはトルエン等の有機溶剤）に溶解
して樹脂ワニスを調製し、この樹脂ワニスを金属箔１２に塗布し、乾燥、及び加熱処理を
施すことにより行うことができる。樹脂ワニスは、樹脂固形分が５～５０質量％であるの
が好ましく、より好ましくは１５～４０質量％である。乾燥は自然乾燥、風乾、及び加熱
乾燥のいずれであってもよい。また、加熱処理は所望の樹脂剥離層１４が形成されるかぎ
りその条件は特に限定されないが、例えば５０～２００℃（好ましくは８０～１８０℃）
の温度で例えば１～１０分間（好ましくは１～５分間）行えばよい。
【００３０】
　プリント配線板
　本発明の剥離樹脂層付金属箔はプリント配線板の製造用途に適する。したがって、本発
明の剥離樹脂層付金属箔を用いてプリント配線板を好ましく製造することができる。プリ
ント配線板は典型的には多層プリント配線板であり、絶縁層の厚さ、使用する金属箔の厚
さ、これらの層数等の構成は公知のものが採用可能であり、特に限定されない。プリント
配線板の製造もまた、コアレスビルドアップ法等の公知の方法を用いて行えばよい。例え
ば、コアレスビルドアップ法により多層プリント配線板を製造する場合、金属箔上に所望
のビルドアップ配線層を形成した後、剥離樹脂層を剥離し、必要な加工を施して所望のプ
リント配線板を形成すればよい。
【００３１】
　以下、図２に示されるような両面に金属箔１２を備えた剥離樹脂層付金属箔１０’を用
いてコアレスビルドアップ法により多層プリント配線板の製造する方法の典型的な態様に
ついて説明する。この方法は、図３及び４に示されるように、（１）剥離樹脂層付金属箔
１０’の両面（すなわち金属箔１２の各表面）にビルドアップ配線層２２を形成する工程
と、（２）得られたビルドアップ配線層付積層体２０を金属箔１２と剥離樹脂層１４の界
面で分離する工程と、（３）得られた多層金属張積層板３０に加工を施して多層プリント
配線板を得る工程を含んでなる。以下、各工程について具体的に説明する。
【００３２】
（１）ビルドアップ配線層の形成工程
　この工程では、剥離樹脂層付金属箔１０’の両面（すなわち金属箔１２の各表面）に、
絶縁層２４と内層回路２６を含む配線層とを交互に積層配置したビルドアップ配線層２２
を形成して、所望により熱間プレスを施して、図３に示されるビルドアップ配線層付支持
体２０を得る。本発明において採用可能なビルドアップ工法は特に限定されない。例えば
、金属箔１２の表面に樹脂フィルムを張り合わせる手法、金属箔１２の表面に樹脂組成物
を塗布する手法等により、絶縁層２４を設ける方法等を採用することができる。絶縁層２
４として樹脂フィルムを用いる場合には、樹脂フィルムの表面に銅箔に代表される金属箔
を同時にプレス加工で張り合わせ、事後的に、必要に応じたビアホール等の層間導通手段
２７の形成と組み合わせて、当該金属箔をエッチング加工して、内層回路２６を形成する
ことができる。また、金属箔１２の表面に樹脂フィルムのみを張り合わせ、その表面にセ
ミアディティブ法で内層回路２６のパターンを形成することもできる。
【００３３】
　また、樹脂組成物を塗布する手法により絶縁層２４を形成する場合には、金属箔１２の
表面に当該樹脂組成物を塗布し、乾燥及び硬化させ、研磨作業を行った後に、必要に応じ
てビアホール等の層間導通手段２７を形成すればよい。この場合、硬化した樹脂層の所望
の位置に穿孔加工を施せばよい。その後、その穿孔部の孔内への導電性ペースト充填、当
該孔内への導体ポスト挿入配置等を行い、その後、硬化した樹脂層の表面に導電性ペース
トで回路形状を形成する又はセミアディティブ法で内層回路２６を直接形成する等の工程
を施せばよい。
【００３４】
　上述した方法によるビルドアップ配線層の形成操作を複数回繰り返すことにより、図３
に示されるようなビルドアップ配線層付積層体２０が得られる。この段階で、必要に応じ
て、外層回路２８を備える外層面にソルダーレジスト２９を施してもよい。
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【００３５】
　なお、ビルドアップ配線層を形成する最初の段階で、金属箔１２の表面に、メッキレジ
スト等を用いて、回路形成を行う部分以外を被覆して、回路形成を行う部位に金、錫、ニ
ッケル等からなる外層回路パターンを予め形成して用いてもよい。こうすることで、一面
側の外層回路形状が既に組み込まれた状態の、ビルドアップ配線層付積層体を得ることが
できる。
【００３６】
（２）ビルドアップ配線層付積層体の分離工程
　この工程では、上記工程により得られたビルドアップ配線層付積層体２０を、金属箔１
２と剥離樹脂層１４との界面で分離して、図４に示されるような互いに分離された多層金
属張積層板３０を得る。金属箔１２と剥離樹脂層１４との界面での分離は、金属箔１２及
び／又は剥離樹脂層１４を引き剥がすことにより行うことができる。
【００３７】
（３）多層プリント配線板の形成工程
　この工程では、上記分離工程により得られた多層金属張積層板３０の各々を用いて、所
望の多層プリント配線板に加工する。多層金属積層板から多層プリント配線板への加工方
法は公知の種々の方法を採用すればよい。例えば、多層金属張積層板３０の外層にある金
属箔１２をエッチング加工して外層回路配線を形成して、多層プリント配線板を得ること
ができる。また、多層金属張積層板３０の外層にある金属箔１２を、完全にエッチング除
去し、そのままの状態で多層プリント配線板として使用することもできる。さらに、多層
金属張積層板３０の外層にある金属箔１２を、完全にエッチング除去し、露出した樹脂層
の表面に、導電性ペーストで回路形状を形成する又はセミアディティブ法等で外層回路を
直接形成する等して多層プリント配線板とすることも可能である。
【００３８】
　なお、上記例は両面に金属箔１２を備えた剥離樹脂層付金属箔１０’を用いた製造例で
あるが、片面にのみ金属箔１２を備えた剥離樹脂層付金属箔１０にも当該片面に関して同
様に適用可能であることはいうまでもない。
【実施例】
【００３９】
　本発明を以下の例によってさらに具体的に説明する。
【００４０】
　例１
　樹脂組成物を含んでなる樹脂ワニスを調製し、この樹脂ワニスを用いて剥離樹脂層付銅
箔を製造し、その評価を行った。具体的には以下のとおりである。
【００４１】
（１）樹脂ワニスの調製
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１９質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）１質量部とを、溶剤であるトルエンに溶解し、樹脂固形
分２５質量％の樹脂ワニスを調製した。
【００４２】
（２）剥離樹脂層付銅箔の作製
　上述の樹脂ワニスを、厚さ１８μｍの電解銅箔の電極面（算術平均粗さＲａ：０．２μ
ｍ）に均一に塗布し、風乾後、１５０℃で３分間の加熱処理を行い、剥離樹脂層を備えた
電解銅箔、すなわち剥離樹脂層付銅箔を得た。このとき、剥離樹脂層の平均厚さは２５μ
ｍとした。
【００４３】
（３）評価
　得られた剥離樹脂層付銅箔の剥離樹脂層を、厚さ１８μｍの別の電解銅箔の析出面（算
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術平均粗さＲａ：０．５μｍ）に当接させ、さらに当該別の電解銅箔の電極面（算術平均
粗さＲａ：０．２μｍ）側を市販の１００μｍ厚さのＦＲ－４グレードのプリプレグの表
面に当接させた。こうして得られた積層体を、圧力３０ｋｇｆ／ｃｍ２及び温度１９０℃
で９０分間の熱間プレス成形を行って銅張積層板を製造した。そして、この銅張積層板を
、ワークサイズに切断して、５０ｍｍ幅の剥離強度測定用の直線回路を形成した。その後
、その試験用の直線回路を用いて、ＪＩＳ　Ｃ　６４８１（１９９６）に準拠して、銅張
積層板の剥離樹脂層から銅箔を剥離する際の、剥離強度を測定した。また、剥離強度を測
定する際、剥離樹脂層に破壊があるかどうかを目視で確認した。
【００４４】
　例２
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１９質量部、離型剤として、シリコーン系
粘着剤（Ｘ－４０－３２７０－１、信越化学工業製）１質量部を用いたこと以外は、例１
と同様の手順により剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００４５】
　例３
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－２５１、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００４６】
　例４
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５２、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００４７】
　例５
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００４８】
　例６
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５６３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００４９】
　例７
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（ＦＣ４４３０、スリーエム製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順
により剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
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【００５０】
　例８
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（ＦＣ４４３２、スリーエム製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順
により剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５１】
　例９
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）９０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）８質量部、離型剤として、フッ素系界面活
性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により剥
離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５２】
　例１０
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）６０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）３８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５３】
　例１１
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１５質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）５質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５４】
　例１２
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＳＩＳ５２２９Ｐ
、ＪＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹
脂（ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１５質量部、離型剤として、フッ素系
界面活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）５質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順に
より剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５５】
　例１３
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１０質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）１０質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順によ
り剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５６】
　例１４
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）６０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）３０質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）１０質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順によ
り剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５７】
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　例１５
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）５０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２５質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）２５質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順によ
り剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００５８】
　例１６（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）１００質量部のみを用いたこと以外は、例１と同様の手順により剥離樹脂層付銅
箔の作製及び評価を行った。
【００５９】
　例１７（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）９０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１０質量部を用いたこと以外は、例１と同
様の手順により剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６０】
　例１８（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）９８質量部、熱硬化性樹脂は用いず、離型剤として、フッ素系界面活性剤（Ｆ－
５５３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により剥離樹脂層付
銅箔の作製及び評価を行った。
【００６１】
　例１９（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）５０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）４８質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）２質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６２】
　例２０（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）５０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）２０質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）３０質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順によ
り剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６３】
　例２１（比較）
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）７０質量部、熱硬化性樹脂として、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂（ＹＤＦ－
８１７０Ｃ、新日鉄住金化学製）１８質量部、エポキシ樹脂の硬化剤として、フェノール
樹脂（ＭＥＨ７５００、明和化成製）１１質量部、エポキシ樹脂の硬化促進剤として、イ
ミダゾール（２Ｅ４ＭＺ、四国化成工業製）１質量部、溶剤としてトルエン：メチルエチ
ルケトン＝１：１（質量比）の混合溶媒を用いたこと以外は、例１と同様の手順により剥
離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６４】
　例２２
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２８２７、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
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ＯＰＥ－２Ｓｔ　２２００、三菱瓦斯化学製）１５質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）５質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６５】
　例２３
　溶剤に可溶な非極性樹脂として、スチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＲ２００３、Ｊ
ＳＲ製）８０質量部、熱硬化性樹脂として、スチレン変性ポリフェニレンエーテル樹脂（
ＯＰＥ－２Ｓｔ　１２００、三菱瓦斯化学製）１５質量部、離型剤として、フッ素系界面
活性剤（Ｆ－５５３、ＤＩＣ製）５質量部を用いたこと以外は、例１と同様の手順により
剥離樹脂層付銅箔の作製及び評価を行った。
【００６６】
　結果
　例１～２３において得られた評価結果は表１及び２に示されるとおりであった。また、
少なくとも例１～１５、２２及び２３においては熱間プレス時に剥離樹脂層が流動して位
置ずれを生じることも無かった。これらの結果から、本発明によれば、剥離樹脂層の破壊
を生じさせることなく有意に低い剥離強度で金属箔－樹脂層間の剥離を実現可能な、熱間
プレスにも耐えうる、剥離樹脂層付金属箔を提供できることが分かる。
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